
 別記様式第１号
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金交付申請書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第３の１の規定により、○○年度の〇〇〇〇〇事業補助金の交付を申請します。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。

１　事業の目的

２　事業の内容
別添の事業実施計画（又は支援計画）（若しくは事業完了報告書）のとおり

	３　経費の配分

区　　　分

	総事業費
（A＋B＋C＋D）

	  負担区分
	備考

	
	
	国庫
補助金
（A）
	県
負担額
（B）
	市町村負担額
（C）
	その他
（D）
	

	Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	円

	円

	円

	円

	円

	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


４　事業完了（予定）年月日　　　年　　月　　日
５　収支予算（精算）
（１）収入の部
	区　　　分

	本年度予算額
(本年度精算額)
	前年度予算額
(本年度予算額)
	比較増減
	備　考


	
	
	
	増
	減
	

	国 庫 補 助 金
○ ○ ○ ○ ○

	         　  円


	  　         円


	   円


	   円


	

	計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　区分の欄○○○○○については、「３経費の配分」の負担区分欄に記載された補助事業者負　担分に該当する経費について記載する。
（２）支出の部
	区　　　分

	本年度予算額
(本年度精算額)
	前年度予算額
(本年度予算額)
	比較増減
	備　考


	
	
	
	増
	減
	

	Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	          円


	          円


	   円


	   円


	

	合　　　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※　区分の欄は、必要に応じて積算内訳を記載する。
６　添付書類
・　交付申請書の場合
（1） 　地域計画推進事業の場合は、地域計画策定推進緊急対策事業実施要綱（以下、「地域計画策定実施要綱」という。）第５の３に定める事業実施計画
集落営農活性化プロジェクト促進事業の場合は、集落営農活性化プロジェクト促進事業実施要綱（以下、「集落営農活性化実施要綱」という。）第５の１に定める支援計画
（2） 予算額の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は見積書等の写し
・　実績報告書の場合
（1） 　地域計画推進事業の場合は、地域計画策定実施要綱第７の１に定める事業完了報告書
　　　　集落営農活性化プロジェクト促進事業の場合は、集落営農活性化実施要綱第５の１に
定める実績に基づく支援計画
（2） 収支決算、各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料又は帳簿の写し

（3） 事業の一部を委託して実施する場合は委託契約書の写し

（注）　記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
（担当　○○○）
 別記様式第２号
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金変更承認申請書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  ○○年○月○○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった〇〇〇〇〇事業補助金による事業については、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第５の規定により、下記のとおり計画を変更し
〔金　　　　円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。
なお、その他については、申請書記載のとおりとします。
（注）　金額の変更がない場合は〔　　〕の部分を除くこと。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
１　変更の理由
２　変更計画の内容
   （以下別記様式第1号の記に準じて作成すること。）
（注）　変更事項についてのみ作成し、変更に係る部分について変更前を括弧書で上段に記載すること。
（担当　○○○）　
別記様式第３号
○○年度〇〇〇〇〇事業中止（廃止）承認申請書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  ○○年○月○○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった〇〇〇〇〇事業補助金による事業については、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第５の規定により、下記のとおり計画を中止（廃止）したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
１　中止（廃止）の理由
２　中止の内容、期間
３　今後の見通しと対策
（担当　○○○）　
別記様式第４号                                            
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金遅延届出書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  ○○年○月○○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった〇〇〇〇〇事業補助金について、下記の理由により（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第６の規定に基づき届け出ます。

（なお、下記の事業完了予定年月日まで完了時期を延期したいので承認されたい。（注１））
記

※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
１　補助事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由

２　事業遂行状況
	区　　分
	総事業費
	事業の遂行状況
	備考



	
	
	○年○月○日までに完了したもの
	○年○月○日以降に実施するもの
	

	
	
	事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了予定年月日
	

	Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	円

	円


	％

	円

	
	


（注）　１　括弧内は、完了予定の期間を変更したい場合のみ記載すること。

２　補助事業の遂行状況は、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載することとし、「○年○月○日以降に実施するもの」欄は、完了時期の延期を求める場合のみ記載すること。

３　記載事項及び添付書類が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

４　添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURL等を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
（担当　○○○）

 別記様式第５号                                            
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金遂行状況報告書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  ○○年○月○○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった〇〇〇〇〇事業補助金について、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第７の規定により、下記のとおり事業実施状況を報告します。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
１　事業遂行状況（第〇・四半期末現在）
	区　　分
	総事業費
	事業の遂行状況
	備考



	
	
	○年○月○日までに完了したもの
	○年○月○日以降に実施するもの
	

	
	
	出来高事業費
	出来高比率
	事業費
	事業完了予定年月日
	

	Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	円

	円


	％

	円

	
	


２　事業開始年月日　　　　　　年　　月　　日
（注）　１　「出来高事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。
２　記載事項及び添付書類が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
３　添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURL等を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
（担当　○○○）
別記様式第６号                                            
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金実績報告書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
○○年○月○○日付け○○第○○号で補助金の交付決定の通知のあった〇〇〇〇〇事業について、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第８の１の規定により、下記のとおり実績を報告します。
（なお、併せて金　　　　　　　　　　円を精算払によって交付されたく請求します。）
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
振込先
１　口座：○○銀行○○支店　普通・当座　口座番号△△△△△△△
２　口座名義人：□□□□□
(注)　１　記の記載様式は、別記様式第１号に準ずる。
２　振込先は、精算払を請求する場合にのみ記載する。
（担当　○○○）　
別記様式第７号                                            
  ○○年度〇〇〇〇〇事業補助金年度終了実績報告書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
　　年　月　日付け第　　号をもって交付決定通知のあった〇〇〇〇〇事業について、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第８の３の規定により、その実績を報告する。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
	区分

	交付決定の内容

	年度内実績

	翌年度実績

	完了予定年月日

	
	総事業費
（A）

	国庫補助金

	（A）のうち年度内支出済額
	概算払受入済額

	（A）のうち末支出額

	翌年度繰越額

	

	翌年度繰越分
Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	
	
	
	
	
	
	

	年度内完了分
Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業

	
	
	
	
	
	
	

	合計

	
	
	
	
	
	
	


（注）１　本様式は、年度内に補助事業が完了しなかった場合に提出するものとする。
２　交付決定の内容欄は、年度内に軽微な変更を行っている場合は、軽微な変更後の金額によるものとし、軽微な変更前の金額を上段括弧で記載すること。
３　繰越に際し、交付決定に係る補助事業を年度内完了に係るものと繰越に係るものに分割した場合は、区分して記載すること。
４　記載事項及び添付書類が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
５　添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURL等を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
（担当　○○○）
別記様式第８号                                            
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金消費税仕入控除税額報告書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
  　　年　月　日付け第　　号をもって交付決定通知のあった〇〇〇〇〇事業について、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第８の５の規定により、下記のとおり報告します。
記

※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
１　規則第13条の補助金の額の確定額　　                               金　　　 　 円

　　（令和　年　月　日付け　第　　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額                        金　　　　　円

３　消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額                      金　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）                                        金　　　　　円

（注）　記載内容の確認のため、集計表を添付すること（事業主体別に判断できる資料を作成する。）
５　当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載   

      ［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

６　当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載

      ［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（担当　○○○）　
別記様式第９号                                            
○○年度〇〇〇〇〇事業補助金概算払請求書
番    　号　
年  月  日　
　宮城県知事　　　　　　　　　殿
                                                申請者                         
○○市町村長
氏　　　　名　　　　　　　　
　　年　月　日付け第　　号をもって交付決定通知のあった〇〇〇〇〇事業について、宮城県担い手育成・確保等対策事業費補助金交付要綱（令和５年５月９日施行）第１０のただし書きの規定により、下記のとおり金　　　　　　円を概算払によって交付されるよう請求します。
記
※〇〇〇〇〇には、別表１の経費の欄の事業名を記載する。
	区分

	総事業費

	国庫補助金（Ａ）

	既受領額
(B)
	今回請求額
(C)
	残　額
(A)－((B)+(C))
	事業完了予定年月日
	備考


	
	
	
	金額

	出来高

	金額

	○月○日迄予定出来高
	金額

	○月○日迄予定出来高
	
	

	Ⅰ　担い手育成・確保等対策地方公共団体事業費補助金
〇〇〇〇〇事業
	円

	円

	円

	％

	円

	％

	円

	％

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


振込先
１　口座：○○銀行○○支店　普通・当座　口座番号△△△△△△△
２　口座名義人：□□□□□
３　概算払（請求）理由：
（注）　１　第７の第１項ただし書の規定に基づき、事業遂行状況報告書に代える場合は、「備考」欄に「遂行状況報告(第○・四半期末の進捗度）」について記載すること。
２　記載事項及び添付書類が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。
３　添付書類について、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURL等を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。
（担当　○○○）　

